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改訂案（令和７年３月） 現行計画（平成２５年３月） 備考（見直し理由等） 

 
 

 
１ 都市計画の実現 

本計画で検討した都市計画を実現していくためには、整備する区域や都市施設の区域を都市計

画決定し、実施事業として具体化していくことが必要です。 

都市計画の決定主体は都市計画の内容によって異なり、主要なものを例示すると以下のように

なっています。川西町の都市計画区域においては、用途地域等は町が決定できますが都市計画区

域の拡大や国や県が管轄する都市計画道路の決定は山形県が決定主体となり、国の同意が必要な

ものもあります。 

都市計画の実現に向けては、国や県との調整を図りながら、都市計画事業として具体化に向け

た働きかけと精査を行い、都市計画決定の手続きを進めていくことが必要です。 

 

都市計画の内容 

決定主体 

市町村 県 

知事同意
大臣同意

不 要

大臣同意

必 要

都市計画区域   ○ 

用途地域等の区域区分 ○   

都市施設 

道路 

高速自動車国道   ○ 

一般国道   ○ 

都道府県道  ○  

市町村道 ○   

公園・緑地 

10ha 以上（国が設置するもの）   ○ 

10ha 以上(県が設置するもの)  ○  

その他 ○   

下水道 

公共下水道（2 以上の市町村に排水区域がわたるもの）  ○  

公共下水道(上記以外) ○   

流域下水道  ○  

その他 ○   

河川 

一級河川   ○ 

二級河川  ○  

準用河川 ○   

市 街 地 

開発事業 

土地区画整理事業 
50ha を超えるもの（国又は県が施行するもの）  ○  

その他 ○   

市街地再開発事業 
3ha を超えるもの（国又は県が施行するもの）  ○  

その他 ○   

地区計画等 ○   

※都市計画の内容にはこれ以外のものもありますが、本表では主要なものを例示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
１ 都市計画の実現 

・本都市計画マスタープランで検討した都市計画を実現していくためには、必要な区域や都市施設を都市

計画決定していくことが必要です。 

・都市計画の決定主体は都市計画の内容によって異なり、主要なものを例示すると以下のようになってい

ます。川西町の都市計画区域においては、用途地域などは町が決定できますが都市計画区域の拡大や

県道の都市計画道路の決定は山形県が決定主体であり、国の同意が必要なものもあります。 

・都市計画の実現に向けては、県への決定の働きかけを行い、都市計画決定の手続きを進めていくことが

必要です。 

 
 
 

都市計画の内容 

決定主体 

市町村 県 

知事同意
大臣同意

不 要

大臣同意

必 要

都市計画区域   ○ 

用途地域などの区域区分 ○   

都市施設 

道路 

高速自動車国道   ○ 

一般国道   ○ 

都道府県道  ○  

市町村道 ○   

公園・緑地 

10ha 以上（国が設置するもの）   ○ 

10ha 以上(県が設置するもの)  ○  

その他 ○   

下水道 

公共下水道（2 以上の市町村に排水区域がわたるもの）  ○  

公共下水道(上記以外) ○   

流域下水道  ○  

その他 ○   

河川 

一級河川   ○ 

二級河川  ○  

準用河川 ○   

市 街 地 

開発事業 

土地区画整理事業 
50ha を超えるもの（国又は県が施行するもの）  ○  

その他 ○   

市街地再開発事業 
3ha を超えるもの（国又は県が施行するもの）  ○  

その他 ○   

地区計画等 ○   

※都市計画の内容にはこれ以外のものもありますが、本表では主要なものを例示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表現の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第５章 実現化方策 第５章 実現化方策 
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２ 用途地域の決定・変更 

都市計画マスタープランに基づいて市街地の土地利用を実現していくためには、用途地域の決

定や変更を行うことが必要です。 

既定の用途地域については原則として現在のまま維持し計画的な活用を推進します。工業地域

に指定されているもみの木町周辺地区は、広域的な交通ネットワークの変化に伴い、工場施設の

集積が進んでいないことから、計画的な土地利用の見直しを検討していきます。 

公立置賜総合病院周辺地区については、今後の市街化の動向を勘案しながら、用途地域指定の

検討を行います。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 用途地域の決定・変更 

・都市計画マスタープランに基づいて市街地の土地利用を実現していくためには、用途地域の決定や変更

を行うことが必要です。 

・既定の用途地域については原則として現在のまま維持し計画的な活用を推進しますが、農地のままで土

地利用が進んでいないもみの木町の工業地域については、町全体の土地利用を勘案し再検討します。 

・現在の都市計画区域東側に隣接した美女木地区については、計画的な整備が行われ、市街化が概ね

完了している地区について、住居系の用途地域の指定を検討します。 

・二井町の都市計画道路の沿道で市街化が進行している地区については、計画的な土地利用の誘導を図

るために、用途地域の指定を検討します。 

・置賜総合病院周辺地区については、現状では市街化の状況が用途地域を指定する水準にはないことか

ら、今後の開発や市街化動向を勘案して、適切な時期に適切な用途地域の指定を検討します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表現の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■置賜総合病院周辺地区 

・将来的に用途地域指定を検討 

■二井町周辺地区 

・今回用途地域の指定を検討 

■美女木地区 

・今回用途地域の指定を検討 
■現在の用途地域 

・用途地域指定の維持を基本

（一部用途地域について再検討） 

■公立置賜総合病院周辺地区 

 将来的に今後の開発や市街化の動

向を勘案して用途地域指定を検討し

ます。 

■現在の用途地域 

 現行用途地域を基本としま

すが、以下のような個別の検

討を行います。 

・もみの木町周辺地区は、広域的な

交通ネットワークの変化に伴い、工

場施設の集積が進んでいないこと

から、計画的な土地利用の見直し

を検討します。 

・商業地や住宅地内における既存工

場の増設等の意向を踏まえ、用途

地域の制限緩和等を検討します。 
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３ 都市計画道路の見直し 

都市計画道路は、自動車等の円滑な交通処理を担うだけではなく、良好な市街地（用途地域）の環境

を形成し、目標とするまちづくりを計画的に支援、誘導する基盤となる都市施設です。 

本町の都市計画道路は、昭和56 年に用途地域が指定されている羽前小松駅周辺の市街地に６路線、

計 11,310ｍが都市計画決定されており、このうちの 5,610ｍ（49.6％）が整備済又は概成済となっており、

山形県平均の 71.1％を下回っています。（令和６年３月 31 日現在）未整備の都市計画道路は、当初決

定から 40 年以上が経過していること、少子高齢化の進展等を背景とした社会経済状況が変化し、インクル

ーシブ社会において誰にも優しい公共交通の利便性の向上やユニバーサルデザインに配慮した道路ネット

ワークの形成が求められる等、都市計画道路の役割、必要性が変化してきています。 

このような状況を踏まえ、国土交通省では道路の機能や役割を検証のうえ「必要がある場合には、都市

の特性に応じて都市計画の変更を行うべきである」と提言していることから、広域的な幹線道路網の改変

や、都市計画マスタープランに基づく都市づくりの支援、誘導に資する都市計画道路の見直し及び国道

287 号バイパスと本町の中心市街地を連絡するアクセス路を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表現の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【都市計画道路の整備状況（令和６年３月31日現在）（再掲）】 

整備済 概成済

3・4・1 　小松高畠線 16.0 2,400 530 100 26.3% S56.6.24 県

3・4・2 　粡町下小松線 18.0 1,260 1,260 0 100.0% S56.6.24 県

3・5・1 　三日町二井町線 16.0 1,800 0 0 0.0% S56.7.1 町

3・5・2 　小松長井線 16.0 2,620 380 1,360 66.4% S56.6.24 県

3・5・3 　田町宮町線 18.0 1,360 0 110 8.1% S56.7.1 町

3・6・1 　小松駅二井町線 11.0 1,870 1,600 270 100.0% S56.6.24 県

11,310 3,770 1,840 49.6%

決定

主体

延　長

（m）
番　号 路　線　名 計画決定年月日

代表幅員

（ｍ）

整備率

（％）

計

資料：山形県土木部都市計画課「山形県の都市計画 資料編」 
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４ 実現化のための役割分担の構築 

都市計画マスタープランを実現するためには、行政だけではなく町民・町民団体や企業等が、

都市計画マスタープランの将来像を共有し、その方向に向かって都市づくりを推進するように協

力するとともに、適切な役割分担が必要です。 

また、都市計画マスタープランを決定し、個別の都市計画を実現していくためには、町の都市

計画施策について県や国に十分に理解を得られるように調整、協議を図っていくことが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

５ 町民主体のまちづくりの推進 

本都市計画マスタープランに基づいて各種都市計画を決定していくことは、川西町の計画的な

都市づくりのために必要な施策ですが、決定によって様々な効果が発揮されるのと同時に、合わ

せて町民の生活に各種の制約が発生することになります。 

 

 

町民主体のまちづくりを進めていくためには、町民が都市計画を理解し、都市計画によるメリ

ットやデメリットを把握できるように、機会を捉えて十分な情報提供や説明を行っていくことが

必要です。 

このような機会として、本都市計画マスタープランの説明会や広報等による情報提供を行って

いくほか、以下に示すような都市計画決定の手続き段階の公聴会や縦覧等の都市計画法に定めら

れた機会があり、これらを利用して都市計画の内容について説明し、ご理解を得ていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
３ 実現化のための役割分担の構築 

・都市計画マスタープランの実現を図るためには、行政だけではなく町民・町民団体や企業などが、都市計

画マスタープランの将来像を共有し、その方向に向かって都市づくりを推進するように協力するとともに、

適切な役割分担を図っていくことが必要です。 

・また、都市計画マスタープランを決定し、個別の都市計画を実現していくためには、町の都市計画施策に

ついて県や国に十分に理解を得られるように調整協議を図っていくことが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

４ 町民主体のまちづくりの推進 

・本都市計画マスタープランに基づいて各種都市計画を決定していくことは、川西町の計画的な都市づくり

のために必要な施策ですが、決定によって様々な効果が発揮されるのと同時に、合わせて町民の生活に

各種の制約が発生することになります（例えば、都市計画区域の決定については、次ページ以降の「〔参

考〕都市計画区域指定のメリット・デメリット」に示すような影響が出てきます）。 

・町民主体のまちづくりを進めていくためには、町民が都市計画を理解し、都市計画によるメリットやデメリット

を把握できるように、機会を捉えて十分な情報提供や説明を行っていくことが必要です。 

・このような機会として、本都市計画マスタープランの説明会や広報などによる情報提供などを行っていくほ

か、以下に示すような都市計画決定の手続き段階の公聴会や縦覧などの都市計画法に定められた機会

があり、これらを利用して都市計画の内容について説明し、ご理解を得ていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都市計画区域の見直し
に伴う法的制限の影響
は削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川西町 

・都市計画の決定・変更 

・町事業や施策の推進 

町民・町民団体 

・都市づくりへの参画 

企業・各種団体 

・都市づくりへの協力 

 
国 

 
県 

川西町 

・都市計画の決定・変更 

・町事業や施策の推進 

町民・町民団体 

・都市づくりへの参画 

企業・各種団体 

・都市づくりへの協力 

 
国 

 
県 

川

西

町 

山

形

県 

都
市
計
画
原
案
作
成 

関
係
機
関
調
整 

説
明
会
・公
聴
会
開
催 

事
前
協
議 

都
市
計
画
案
の
縦
覧 

都
市
計
画
審
議
会
付
議 

都
市
計
画
審
議
会
付
議 

協   
 

議 

都
市
計
画
決
定
告
示 

図
書
の
縦
覧 

図
書
の
写
し
の
送
付 

図
書
の
写
し
の
縦
覧 

川西町決定の場合の都市計画決定手続き（県決定も基本的な流れは同じ：緑色部分が説明等の機会） 
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川西町決定の場合の都市計画決定手続き（県決定も基本的な流れは同じ：緑色部分が説明等の機会） 
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６ 計画の見直し 

都市計画マスタープランは社会情勢の変化や町の産業施策の動向、都市計画施策の転換等に伴

い、実情にあった計画となるように適切に見直していく必要があります。 

本町では、上位計画である「川西町総合計画」の見直しに対応して見直すことを基本とすると

ともに、必要が生じた段階で見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の見直し 

・都市計画マスタープランは社会情勢の変化や町の産業施策の動向、都市計画施策の転換などに伴い、

実情にあった計画となるように適切に見直していく必要があります。 

・本町では、上位計画である「川西町総合計画」の見直しに対応して見直すことを基本とするとともに、必要

が生じた段階で見直しを行うものとします。 

 

 
 
〔参考〕都市計画区域決定のメリット・デメリット 
○次ページの「都市計画区域の決定の効果」を踏まえ、都市計画区域決定のメリット・デメリットを簡単に整

理すると以下のようになります。 

分野 メリット デメリット 

開発・整備 

・都市施設（道路・公園・下水道等）の整

備を行うことができ、都市の利便性や安

全性などが向上します。 

・地域住民の方に都市施設整備に対する

過度の期待を抱かせるおそれがありま

す。 

・無秩序な町の発展（スプロール化現象）

を防ぎ、計画的な都市づくりが可能になり

ます。 

・緑地や景観を保全することができます。 

・延べ床面積 10,000 ㎡以上の大規模集

客施設の開発が用途地域内（商業地域

等）に限られます。 

申請行為 

・開発許可制度が適用になり、相対的に

小規模な開発の内容をチェックすること

ができます。 

・建築確認申請が必要になり、良好な建

築物が実現します。 

・土地売買を行う場合に国土利用計画法

に基づく手続きが必要になり、合理的な

土地利用の実現が可能になります。 

・申請行為が増え、地域住民の方の負担

が増加します。 

・建築確認申請が必要となるため、接道

義務や建築物の形態制限の規制に従う

ことが必要になります。 

税   金 

・町は都市計画事業の実施のために、財

源として都市計画税を賦課することがで

きます。 

・都市計画事業を行う場合に、都市計画

税の負担をしていただく地域住民が出て

くる場合があります。 

補助事業 
・都市公園整備等の補助を受けることが

できます。 

・「農地・水」などに関する補助が受けられ

なくなります。 

地   価 
・地価公示は都市計画区域内で行われる

ため、正常な地価公示が示されます。 

－ 

文 化 財 
・文化財や景観を守る指定を行うことがで

きるようになります。 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
都市計画区域の見直し
に伴う法的制限の影響
は削除 
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〔参考〕都市計画区域の決定の効果 
○都市計画区域が指定されると、都市計画法や建築基準法が適用され、開発行為や建築行為に一定の

ルールを課すことにより、都市を一体的・計画的に整備することができ、健全かつ合理的な土地利用の実

現を目指すことができます。 

○また、都市施設においても、計画的な配置と円滑な事業実施を可能にする制度が整っており、都市計画

事業や土地区画整理事業に要する費用とするために、市町村が都市計画税を徴収することができます。 

○都市計画区域が指定されることによって効果が生じる項目については以下の通りです。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
都市計画区域の見直し
に伴う法的制限の影響
は削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【都市計画区域指定の効果】 

①一定規模以上の開発には開発許可の申請が必要になり、良好な開発を誘導できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②建築基準法に基づいた建築物の整備が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③市街地開発事業を実施することができます。 

 

 

 

都市計画区域外では１０，０００㎡以上の開発に開発許可※が必要ですが、都市計画区域内にな

ると３，０００㎡以上の開発に開発許可が必要になります。 

したがって、都市計画区域が指定されることにより、相対的に小規模な開発もチェックすることがで

きるようになります。 

※安全で良好な市街地の造成を図るために、開発の内容をチェックする都市計画の制度 

都市計画区域 

都市計画区域外 

１０，０００㎡以上の開発に

開発許可が必要 

３，０００㎡以上の開発に

開発許可が必要 

建築基準法で定めている「建築物の敷地や構造、設備、用途」に関する基準については、都市計

画区域（及び準都市計画区域）で適用されることになっています。 

したがって、都市計画区域が指定されることにより、建築基準法に則って建築をしなければならな

いので、良好な建築物が実現していきます。 

例えば、以下のような基準に従う必要があります。 

・建築物の敷地は建築基準法上の道路に２ｍ以上接道することが必要になります。 

・都市計画区域（用途地域を定めた場合には用途地域）で決められた建蔽率や容積率、斜線制

限などに従う必要があります。 

都市計画区域が指定されることにより、都市計画に定められた土地区画整理事業などの事業を

行うことができるようになります（要件があえば補助を受けられます）。 
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④都市計画公園など都市施設の整備ができます。 

 

 

 

⑤国土利用計画の規制区域の指定が、現状だけではなく将来的な危惧のある地区にも適用できます。 

 

 

 

 

 

 

⑥国土利用計画法に基づく土地売買の契約の届出が必要な面積基準が厳しくなります。 

 

 

 

 

⑦公有地の拡大の推進に関する法律に基づく土地の譲渡の届出が必要な面積基準が決められます。 

 

 

 

 

⑧正常な地価公示が示されます。 

 

 

 

 

⑨緑地や景観、文化財を守る指定ができます。 

 

 

 

 

都市計画区域が指定されることにより、都市計画に定められた都市計画公園などの都市施設を

整備することができるようになります（要件があえば補助を受けられます）。 

国土利用計画では、土地の投機的な取引が行われ、地価が急激に上昇することにより合理的な

土地利用ができなくなる場合には、規制区域を定めることができ、規制区域の土地の権利の移転

等を行う場合には都道府県知事の許可が必要になります。 

都市計画区域においては現状でそのような状況が起こっていなくても、将来そうなる危惧がある場

合には、規制区域を指定することができます。 

国土利用計画では、土地売買の契約をしたものは都道府県知事に届け出ることになっています

が、都市計画区域外では売買契約面積が１０，０００㎡以上、都市計画区域の場合は５,０００㎡

以上について届出が必要であり、都市計画区域のほうが厳しい規定になっています。 

「公有地の拡大の推進に関する法律」においては、公有地の拡大を図るために、都市計画区域内

の１０，０００㎡以上の土地を有償で譲渡する場合には、都道府県知事に届け出ることになってお

り、公共用地用の土地が取得しやすくなります。 

地価公示法では、標準値の正常な地価を公示することにより、一般の土地取引に指標を与え、公

共事業の補償金算定に資するために、都市計画区域内で地価公示を行うこととしています。 

したがって、都市計画区域内では地価公示による正常な地価がわかります。 

都市計画区域では、歴史的な集落や街並みを保護するために、都市計画の地域地区として「伝

統的建築物群保存地区」を定めることができます。また、市街地の良好な景観形成を図るため

に、景観法に基づいて、都市計画に景観地区を定めることができます。 
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